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教育厚生委員会会議録 

日時     平成２４年１２月２１日（金）        開会時間 午前１０時０３分 

閉会時間 午後 ２時０２分 

 

場所     第４委員会室 

委員出席者  委員長  土橋 亨 

副委員長 桜本 広樹 

委員    臼井 成夫  望月 清賢  清水 武則  保延  実 

  久保田松幸  安本 美紀 

委員欠席者  仁ノ平尚子 

説明のため出席した者 

福祉保健部長 三枝 幹男  福祉保健部次長 鈴木 治喜 

福祉保健総務課長 横森 梨枝子 監査指導室長 遠藤 裕也  長寿社会課長 布施 智樹 

国保援護課長 小澤 賢蔵  児童家庭課長 宮沢 雅史   障害福祉課長  篠原 昭彦 

医務課長 田中 俊郎  衛生薬務課長 大久保 正弘  健康増進課長 大澤 英司 

 

教育委員長 小林 久  教育長 瀧田 武彦  教育次長 岩波 輝明 

総務課長 秋山 孝  福利給与課長 堀内 正基  学校施設課長 駒井 和彦 

義務教育課長 渡井 渡  高校教育課長 赤池 亨 

新しい学校づくり推進室長 池田 友博  社会教育課長 近藤 周利 

スポーツ健康課長 相原 正志  全国高校総体推進室長 半田 昭仁   

学術文化財課長 髙橋 一郎 

 

 

議題  （付託案件） 

第９６号   山梨県軽費老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

    第９７号    山梨県養護老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

    第９８号  山梨県特別養護老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

    第９９号  山梨県指定居宅サービス等の事業に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１００号 山梨県指定介護予防サービス等の事業に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１０１号 山梨県指定介護老人福祉施設に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１０２号 山梨県介護老人保健施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１０３号 山梨県指定介護療養型医療施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１０４号 山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１０５号 山梨県保護施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１０６号 山梨県婦人保護施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１０７号 山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１０８号 山梨県指定障害児入所施設等に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１０９号 山梨県指定障害福祉サービスの事業等に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１１０号 山梨県指定障害者支援施設等に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１１１号 山梨県障害福祉サービス事業に関する基準を定める条例制定の件 

    第１１２号 山梨県地域活動支援センターに関する基準を定める条例制定の件 

    第１１３号 山梨県福祉ホームに関する基準を定める条例制定の件 
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    第１１４号 山梨県障害者支援施設に関する基準を定める条例制定の件 

    第１１５号 山梨県病院及び診療所に関する基準等を定める条例制定の件 

    第１２２号 山梨県国民健康保険調整交付金条例中改正の件 

    第１２６号 平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関

係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの及び第３条

債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

    第１３０号 指定管理者の指定の件 

    第１３３号 平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関

係のもの及び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

      

 請願第２３－ １号 山梨県立桂高等学校の中高一貫校への改編に関することについて 

    請願第２４－１０号 重度心身障害者医療費助成制度の現行のまま窓口無料の継続を求め

ることについて 

    請願第２４－１１号 教育予算の増額、教育費の無償化、父母負担軽減、教育条件の改善

を求めることについて 

    請願第２４－１２号 妊婦健診と、ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がん予防３ワクチンへ

の２０１２年度と同水準の公費助成を国に求める意見書提出につい

て 

 

審査の結果    付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

請願２３－1号、請願２４－１０号、請願２４－１１号及び請願２４－１２号に

ついては継続審査すべきものと決定した。 

 

審査の概要  まず、委員会の審査順序について、福祉保健部関係、教育委員会関係の順に行

うこととし、午前１０時３分から午前１１時５０分まで福祉保健部関係、休憩を

はさみ午後１時３２分から午後２時２分まで教育委員会関係の審査を行った。 

 

 

 

主な質疑等 福祉保健部関係 

 

 

※第９６号    山梨県軽費老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第９７号    山梨県養護老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      
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※第９８号    山梨県特別養護老人ホームに関する基準を定める条例制定の件 

質疑 

 

桜本副委員長  特別養護老人ホームの居室定員については、国では４人部屋ということで、多床

室は今のところ認めないで、原則、ユニット的なもの、個室的なものということを

進めています。これに関して質問しますが、特養の居室タイプの割合というのは、

今現在どんな状況になっていますか。 

 

布施長寿社会課長 タイプ別でございますけれども、今まとめております今年の２４年４月１日現

在でいきますと、全体は３,９６７人分、それを１００％としますと、多床室が２,

４３０人分で６１.３％、それから、ユニット型個室が１,４１５人分、３５.７％、

それから、従来型個室と申しまして、ユニットケアではございませんが個室タイプ

のものが１２２人分、３.１％という状況でございます。 

 

桜本副委員長  まだ山梨県においては多床室が６割ということですが、国ではユニット型個室を

まだ整備をしている。入居者にとっては、個室というのは快適性があり、プライバ

シーが守られるというような利点もありますけれども、料金の点で若干高くなると

いうようなことから、経済的に多床室に入居したいという人がいるということも聞

いております。現状では、多床室に対する要望が多いのか、あるいはユニット個室

が多いのか。需要的にはどうなんでしょうか。 

 

布施長寿社会課長 先ほどのものに対する申し込み状況ということでございますけれども、ちょう

ど、平成２２年の新しく申し込みのあった方につきまして調査をしたところでござ

います。その状況を見ますと、平成２２年４月から１年間、新しく特養への申し込

みを行った方は５,５５８人いらっしゃいました。その申し込み先の内訳でござい

ますけれども、従来型施設への申し込みが３,８７３人、それから、ユニット型施

設の申し込みが１,６８５人ございました。先ほど申し上げました居室のタイプで

比較して見ますと、従来型の施設の場合１.５倍、ユニット型で１.４倍という数字

になっておりまして、ほぼ同じような状況ではございます。 

 

桜本副委員長  今後ますます高齢化が進みながら、こういった施設の待機者がますますふえる状

況は続くかと思いますが、やはり経済的な状況にも左右される部分をこれからも当

然注視しなければなりません。そんな中で本県では多床室を認める独自基準が、知

事が必要と認める場合ということで出ているのですが、どのような状況を想定して

いるのか。これは後に出てくる指定介護老人福祉施設についてもやはりこの部分と

同じことになるのですが、その辺のことも含めてお答えください。 

 

布施長寿社会課長 具体的な想定としまして、大きく２つの状況を想定しています。１つは、現存

する施設の状況からいきますと、多床室の施設をユニット型に改築していただいて

いる状況がございます。そういう場合に、現在入居されている方につきまして、低

所得のためにユニット型個室を利用できなくなるというようなことは避けていか

なければなりませんので、一部を多床室として整備することを認めていくような事

例。これにつきましては、現状でも３割まで状況を判断させていただくような運用

をしているところでございます。 

それから、将来に向けまして、委員御指摘のように、一層の高齢化の進展、経済
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状況の悪化等も懸念されるところでございますけれども、そういう中で、将来的に

多床室へのニーズが大変高まってきまして、特養の整備を多床室で行いたいという

地域の実情を反映した、保険者であります市町村の意見等が提出されたような場合

が検討の対象になろうかと想定しております。 

いずれにいたしましても、将来にわたり、低所得者の方への対応など高齢者の実

情を十分配慮できるよう、独自基準を定めさせていただこうとするものでございま

す。 

 

桜本副委員長  ２９人以下の地域密着型といったものは市町村が、そして、それ以上の大規模な

ものは県が所管するような、人数的な判断基準でよろしいわけですね。 

 

布施長寿社会課長 地域密着型の介護保険法上の指定につきましては市町村が行いますので、そこ

の定員の基準につきましても改めて市町村の条例で規定されることになりますけ

れども、現在、山梨県全体としましてユニット型を進めていくということで、市町

村も推進をしていただいているところであります。後の介護保険法のほうに関係し

てきますが、３０人以上のところにつきましては当然、県の指定になってきますが、

先ほど御説明をさせていただいたような状況を十分加味する中で対応できるよう

に、ここでまた規定させていただくというところでございます。 

 

討論        なし   

 

採決        全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第９９号    山梨県指定居宅サービス等の事業に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１００号    山梨県指定介護予防サービス等の事業に関する基準等を定める条例制定の

件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０１号    山梨県指定介護老人福祉施設に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 
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採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０２号    山梨県介護老人保健施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０３号    山梨県指定介護療養型医療施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０４号    山梨県児童福祉施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０５号    山梨県保護施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０６号    山梨県婦人保護施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      
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※第１０７号    山梨県指定通所支援の事業等に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０８号    山梨県指定障害児入所施設等に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１０９号    山梨県指定障害福祉サービスの事業等に関する基準等を定める条例制定の

件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１０号    山梨県指定障害者支援施設等に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１１号    山梨県障害福祉サービス事業に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１２号    山梨県地域活動支援センターに関する基準を定める条例制定の件 
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質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１３号    山梨県福祉ホームに関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１４号    山梨県障害者支援施設に関する基準を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１１５号    山梨県病院及び診療所に関する基準等を定める条例制定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※第１２２号    山梨県国民健康保険調整交付金条例中改正の件 

質疑 

 

桜本副委員長  ここの普通調整交付金の中で、県内の市町村間の格差はどのぐらい生じているの

でしょうか。 

 

小澤国保援護課長 先ほどもちょっと御説明したんですけれども、確かに普通調整交付金は市町村

格差等を調整するために交付しなさいということになっているのですが、実は平成

１７年度に県の調整交付金が制度化された折に、国のほうでガイドラインを出して

おります。そのガイドラインでは、市町村の意見をよく聞いてから条例制定しなさ

いという話がございました。 

  なぜかと申しますと、この説明図にはなかったんですけれども、平成１７年度に
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法改正されたときには、それまで、国の調整交付金が１０％で、国の定率負担金が

４０％でした。その４０％の中の６％を県の調整交付金にして、国の調整交付金の

１０％の中の１％を県の特別調整交付金に変えたという経緯がございます。これを

ガイドラインで、県の調整交付金６％分についてどのようにするか、市町村からよ

く意見を聞いて決めなさいということがございました。市町村の意見を聞いたとこ

ろ、格差とかいろいろ考えないで、従来どおり定率で交付してもらいたいというこ

とがございましたので、県のほうでもその意見を尊重して検討しまして、県の普通

調整交付金は定率で交付するということにしました。格差が確かに生じているんで

しょうけれども、それは考えないで、従来どおり定率で交付するということにいた

しました。 

 

桜本副委員長  格差が例えば上積みで１％ずつという、その部分である程度平らにしているとい

うことですが、格差が生じる市町村の実情というのは、どんなものから格差が生ま

れるのですか。 

 

小澤国保援護課長 先ほどちょっと答弁を漏らしてしまったんですけれども、国の調整交付金で格

差というのはかなり埋めております。私どもでは試算しなかったんですけれども、

ある県で試算したところ、国の調整交付金で格差を調整してしまっているので、県

が調整する必要がないというところもございまして、そういう御意見もございます。 

  なぜ格差が生じているかと申しますと、例えば市町村の、人口もございますけれ

ども、年齢構成とか、医療資源の整備状況、それらによりまして医療費が大きかっ

たり小さかったりするわけです。それを国のほうでいろいろな措置を使って、国の

普通調整交付金で格差をかなり調整しているという現状がございます。 

 

 

討論        なし   

 

採決        全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第１２６号    平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会

関係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの及び第３

条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

質疑 

 

（育精福祉センター成人寮の指定管理について） 

桜本副委員長  福４の育精福祉センター成人寮の指定管理ということでありますが、この育精福

祉センターの成人寮は、重度の知的障害者の支援を行う施設ということで、この施

設を指定管理にする県のメリットはどんな点があるのでしょうか。 

 

篠原障害福祉課長 最近は、県内でも重度の知的障害者の入所等の支援を行う民間の福祉施設もふ

えてまいりました。こういう状況を踏まえて、施設運営におきまして、民間法人の

すぐれた処遇のノウハウや、そういった経験も蓄積されていると考えております。

民間の社会福祉施設もそういう状況になっております。県立の育精福祉センターの

成人寮に指定管理者制度を導入することによりまして、それら民間の福祉施設、民

間法人のノウハウや経験をこの県立施設の運営に生かしていきたい。それで、サー
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ビス水準を上げていきたい。また、さらなる柔軟かつ効率的な施設運営というもの

も大いに期待しているところでございます。それらが育精福祉センターの成人寮に

指定管理者制度を導入するメリットと考えております。 

 

桜本副委員長  このことについて、成人寮に住んでいる方々も含めて、保護者会というか、家族

に対しては、今までどのような対応をしてきましたか。 

 

篠原障害福祉課長 これまで指定管理者の導入に向けまして、私どもと保護者会の皆様と何度とな

く意見交換を進めてまいりました。また、近隣の、例えば神奈川県の既に指定管理

に移行しております最重度の知的障害者の方の入所施設を実際に見学して、入所さ

れている方の保護者、あるいはその指定管理に当たっている法人の方から直接お話

を伺うなど見聞を広めまして、指定管理の制度を理解していただくとともに、実際

現場でどのような状況になっているのかを実見していただくなどの努力を私ども

と一緒になって重ねました。また、保護者会として考えていくことを御意見として

頂戴いたしまして、そういうものも指定管理者導入後の施設経営に反映できるよう

な手立てを今回講じたところでございます。 

 

桜本副委員長  指定管理者ということになれば、今いる職員の処遇というか扱いはどうなります

か。どんなところに配属していくのかといった目安等も出ているのでしょうか。 

 

篠原障害福祉課長 現在、育精福祉センターの成人寮で業務に当たっております県職員につきまし

ては、今後の人事の配置を検討する中で、必要な施設に配置を進めていくというこ

とになると考えております。 

 

桜本副委員長  それでは、指定管理者が決まり次第、職員はそこから全部手を引くということで

しょうか。 

 

篠原障害福祉課長 最重度の知的障害者が入所している施設のため、一人一人とマンツーマンで介

護に当たっているという状況がございます。その処遇の継続性、ノウハウの伝承と

いうようなことが非常に重要になってまいります。それで、先ほども触れた神奈川

の施設でもそうですが、全国的にも、指定管理者制度へ移行したときに、移行後何

年間かは県の職員をその施設に残しまして、先ほど申し上げました処遇の継続性あ

るいはノウハウの伝承のために、民間法人の職員と一緒になって施設の運営に当た

るということを考えております。ただし、３年間のうちに限定させていただきまし

て、順次、県の職員を年度ごとに減らしていきたいと考えております。 

 

桜本副委員長  では、この指定管理料３,７３１万円余については、残る職員の給与の上積み等

も入っているのか。あるいは残る職員については直接県が給与を支払っているのか。

この指定管理料の中にどの部分が含まれるのでしょうか。 

 

篠原障害福祉課長 指定管理料につきましては、県の職員の給与の関係はございません。この後の

指定管理者の同意をいただく案件のほうで説明をさせていただくつもりだったの

ですが、県職員を派遣する最中には、法律、条例に基づきまして、そのルールにの

っとりました給与の支払いを行います。具体的には県が基本給部分などの支出をさ

せていただきます。 

  そうしますと、計算をしていくと、その分だけ法人のほうに全体の収入と支出を

考えたときに、本来人件費として支弁すべきを県が支出しているという部分が生じ

ますので、その部分だけ収支で黒字になるという計算が成り立ちます。その部分に
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ついては、法人の努力によって出た黒字ではございませんので、県のほうへ返して

いただく格好になります。 

  ただし、その期間、３年が経過いたしますと、最重度の施設であるということも

ありまして、普通の施設よりも職員配置が濃密になると思います。どう計算しまし

ても、法律で規定された障害報酬では運営を賄い切れずに赤字が生じてしまいます。

その分を２年間、指定管理期間の４年目と５年目にわたりまして、あわせて３,７

００万円余りを県のほうから委託料ということで支出をさせていただきたいとい

うことでございます。 

 

（災害時要援護者支援台帳整備事業費について） 

安本委員  福７ページの健康増進課の特定疾患対策費の災害時要援護者支援台帳整備事業

費の減額補正の件でお伺いします。最初に、災害時の要援護者の支援台帳整備とい

うのは、所管はどこでまとめられているのでしょうか。 

 

大澤健康増進課長 災害のときの一義的な要援護者は市町村が担当しますが、難治性疾患や複雑困

難なケースを調整する場合は、県と連携しながら支援するというようなコンセプト

になっています。 

 

安本委員  特定疾患のところは県の健康増進課でまとめられて、それが地域へ生かされてい

くということだと思いますけれども、先ほど、減額される理由の中で途中退職とい

うふうに言われましたが、減額補正をされるということは、この後、行わないとい

うことなのか。本来なら残して、途中退職された方のかわりを、まただれか採用し

て、事業を最後までやられるのが普通かなと思ったんですけれども、台帳整備の事

業は終わったということでよろしいでしょうか。 

 

大澤健康増進課長 御指摘のとおりで、大方の必要となる患者さんの台帳等のところは終わってい

るということです。あとのフォローは、現存の職員等で対応していると聞いており

ます。 

 

討論        なし   

 

採決        全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第１３３号    平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会

関係のもの及び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

質疑 

（介護職員養成支援事業費について） 

桜本副委員長  雇用を創出することで緊急性が非常に高い事業の中で、産業界でも介護人材の不

足というようなことが叫ばれているわけですが、ヘルパー２級の資格を取得する取

り組みということで、今、業者に委託するという説明をいただきました。まず、お

おむねこの２年間に何人の雇用の創出を図ろうとしているのか。それは常勤換算で

出しているのか、あるいは非常勤換算でも出しているのか。その人数あるいは金額

の根拠を示していただけますか。 

 

布施長寿社会課長 今回お願いしております金額の今の人数的な根拠でございますけれども、先ほ
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ど御説明しましたように、平成２２年、２３年からやっておりまして、そのところ

で実際に各事業者におきまして雇用してきた数が約７０人から８０人というとこ

ろでございます。実際その中で、その後の継続した雇用にもつながっているところ

が、平成２３年では７０％を超えるような数字になっています。そういうふうに有

効に使われておりますので、今回は人数を倍ぐらいにしたいと考えておりまして、

１３０人から１４０人を見込んでいるところでございます。 

  人件費の基準につきましては、月の給与にしまして、これまで介護雇用プログラ

ムで積算をさせていただいておりました基準としましては、当時から各事業所の状

況を見まして１７万６,０００円というベースの月額を予算上、積ませていただい

ております。それを積み上げていきますと、２億６,０００万円余という数字にな

っています。 

 

桜本副委員長  これは前回においても７０％ということで、委託ということではあるのですが、

どの時点からのスタートになるんですか。要するに、１７万６,０００円の発生時

期はいつですか。 

 

布施長寿社会課長 委託で人材派遣会社に委託しようとする場合につきましては、派遣法の関係も

ございまして、基本的に６カ月が職員紹介をしながらできる期間でございます。１

７万６,０００円といいますのは、雇用契約が成り立ったところの月額で考えてお

ります。 

 

討論        なし   

 

採決        全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第１３０号    指定管理者の指定の件 

 

質疑         なし 

 

討論         なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。      

 

 

※請願第２４－１０号  重度心身障害者医療費助成制度の現行のまま窓口無料の継続を求

めることについて 

 

意見       （「継続審査」との声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

※請願第２４－１２号  妊婦健診と、ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がん予防３ワクチンへの２

０１２年度と同水準の公費助成を国に求める意見書提出について 
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意見       （「継続審査」との声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

※所管事項 

 

質疑         なし 
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主な質疑等 教育委員会関係 

※第１２６号 平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関

係のもの、第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの及び第３条債

務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

質疑 

（文化財保護調査費について） 

桜本副委員長  教５、学術文化財課の緊急雇用に関してですが、そもそもこの発掘調査報告書と

いうものは、今までどのぐらい保存されて、どのぐらい発行されているのか。ボリ

ュームについて説明をしていただけますか。 

 

高橋学術文化財課長 委員のお尋ねの発掘調査報告書の刊行状況等でございますけれども、発掘調

査報告書は、貴重な地域の歴史を記録して後世へ継承するため、各種開発事業に伴

いまして、県の埋蔵文化財センターが調査した遺跡の内容や歴史などに関して取り

まとめられた報告書でございます。 

  県教育委員会では、これまで約３３０冊、年間にすると平均１０冊程度の発掘調

査報告書を発行しておりまして、これらについては県立図書館や県の埋蔵文化財セ

ンター等において保存されております。 

 

桜本副委員長  紙ベースということになりますと、いずれ限界はあると思いますが、これからど

の程度過去にさかのぼってやられていくのか。また、この緊急雇用が終わった後も

こういったことは作業としては続けていくのか、見通しもあわせて御説明ください。 

 

高橋学術文化財課長 今回の事業においては、昭和５９年から――昭和５９年といいますのは、昭

和５７年に県の埋蔵文化財センターができたころの時期でございますけれども、そ

れから平成１６年にかけての各種開発事業に伴って、県埋蔵文化財センターが刊行

した発掘調査報告書約２００冊になりますけれども、それらについての電子データ

化を行い、インターネット上で公開するものでございます。 

  平成１７年以降のものにつきましては、業者が印刷刊行物をつくるときに電子デ

ータを既に提供してくれております。それらについては実は先月から既にホームペ

ージにおいて公開を行っておりまして、まだ１カ月たっておりませんけれども、１,

０００件ほどのアクセスを得ているところでございます。今回この緊急雇用創出事

業で、一連の昭和５９年から平成１６年の資料を電子データ化すれば、それらとあ

わせてインターネット等で公開していくという予定でございます。 

 

討論        なし   

 

採決       全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

※第１３３号 平成２４年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関

係のもの及び第３条債務負担行為の補正中教育厚生委員会関係のもの 

質疑 

（食材検査技術習得支援事業について） 

桜本副委員長  緊急雇用の部分ですが、技術取得支援ということで、この技術の取得というもの
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は、限られたメーカーのやり方なんですか。例えば今、山梨県で測定器を幾つか買

い増しをしていますが、その機器に関する技術の習得なのか、あるいは全般的なも

のなのか、御説明ください。 

 

相原スポーツ健康課長 この緊急雇用創出事業につきましては、緊急雇用創出事業臨時特例基金が

財源になっておりまして、この趣旨につきましては、教育研究分野など１１分野に

限られております。その分野を重点的に緊急雇用を創出していこうという考え方の

もとに事業が組み立てられております。 

 

桜本副委員長  放射線を測定する、この習得技術に対しては、決められたメーカーの技術なのか

どうかという質問です。 

 

相原スポーツ健康課長 その機械に関してだけでございます。 

 

桜本副委員長  習得技術というのは、そのメーカーの検査技術者の養成コースに入ってから、ど

の辺のレベルの話なんですか。 

 

相原スポーツ健康課長 特に養成レベルということではなくて、今回の検査を実際に行っていただ

くことによって、その検査技術を検査を行う実務の中で習得していくという考え方

です。 

 

桜本副委員長  そういった方式であれば、そこのメーカーの方に委託をすればいいものではない

ですか。わざわざそこのメーカーに、人を雇用して送って技術を習得させて、その

人を雇用するという、ちょっと無理やり的な感じがします。 

 

相原スポーツ健康課長 今回のこの雇用創出事業が、失業者に職を与えるという考え方のものです

ので、そういう点からすると、県が委託事業という事業を、仕事をわざわざつくっ

て、それを民間にやらせることによって、民間が新たに人を雇うということを目的

とした事業になっています。 

 

桜本副委員長  そういう考え方だと、初めに導入した機器、機材ありきということで、臨時雇用

の創出の仕方にしても、広い範囲ではなくて、限定された範囲の中で緊急雇用を求

めているようなことになりませんか。 

 

相原スポーツ健康課長 今回、失業対策、雇用創出対策ということで、実務の中で習得していけば、

その習得した技術が、例えば短期的な雇用ではなくて、長期的な雇用に結びついて

いくということもあります。さらに、いろいろな分野から、仕事にあぶれた方々が

その職に新たにつくという意味では、広く雇用を創出できるということになるので

はないかと思っております。 

 

討論        なし   

 

採決       全員一致で原案に賛成すべきものと決定した。 

 

 

※請願第２３－１号  山梨県立桂高等学校の中高一貫校への改編に関することについて 

 

意見       （「継続審査」との声あり） 
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討論  なし 

 

採決 全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

 

※請願第２４－１１号 教育予算の増額、教育費の無償化、父母負担軽減、教育条件の改善を

求めることについて 

 

意見       （「継続審査」との声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

※所管事項 

 

質疑 

（財団法人山梨県体育協会の補助金過剰受給について） 

桜本副委員長  県の体育協会の件ですが、現地調査に赴き、日にちも経過をしました。それぞ

れの担当の方の意見集約というようなことで資料もいただき、十分読ませていた

だきました。 

  その中で、県として第三者委員会の設置ということもお聞きしています。その

後、この教育厚生委員会にも情報として流れてきてはいませんが、これからの方

向性が今時点で決まっているのでしょうか。あるいは、検討しているのでしょう

か。 

 

相原スポーツ健康課長 先月１１月２６日に現地調査を行い、その後１１月２９日に県体育協会の

評議員会が開催されました。その際に、今までの調査の経過、それから、調査が

まだ十分行われていない部分について、今後こういうことで進めていきたいとい

う説明をした中で、金額の部分につきましてはある程度確定ができたということ

で、補助金返納のための補正予算案を審査していただいたわけです。その中でま

だ調査が十分なされていない部分があるということで、それが完了するまで補正

予算案の審議は保留にするほうがいいのではないかという意見が出ました。 

  その後、それを受けまして、県体育協会のほうでは、十分調査がなされていな

いということなので、さらに調査の進展と県民へのさらなる透明性を高めるため

に、第三者委員会を設置し、外部の専門的な経験を持たれる方々の意見を聞きな

がら調査を進めていくべきだと判断し、１２月１３日に第１回の第三者委員会を

開催したところでございます。 

  その趣旨は、今まで県体育協会が調査を行ってきたわけですけれども、そうい

う調査のやり方も踏まえ、検証していただきながら、調査が進んでいないという

御指摘を受けて、さらに原因究明をしていただく。それから、再発防止策もしく

は県民から信頼を得られるような方策につきまして、報告書としてまとめてほし

いという話を第三者委員会にはしております。１３日の第１回の委員会におきま

しては、委員長を弁護士の先生にお願いするとともに、今までの調査経過につき

まして御説明しながら、今後の調査方針について話し合っていただいたところで
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ございます。 

 

桜本副委員長  １２月議会も来週閉会になります。次は２月議会ということですが、県の担当

者も異動する可能性もある、あるいは、体育協会も異動するケースもある、我々

も常任委員会の構成が変わってしまうので、はっきりした決着をつけなければな

らない時期も来るかと思います。その辺のスケジュールについて、今後の方針を

どう考えていますか。 

 

相原スポーツ健康課長 第三者委員会にお諮りした中では、一応どの程度をめどに報告書を出して

いただくかということも話し合っていただきまして、２月の上旬までに報告書を

まとめ、それまでに調査を完了していただくという話をしております。 

 

桜本副委員長  それでは、２月の上旬までに第三者委員会のほうで県に報告書を上げる。その

報告書に基づいて、県のほうから我々の委員会にその内容を出していただけると

いうことですか。 

 

相原スポーツ健康課長 今の桜本委員のお話でございますけれども、調査報告書につきましては、

体育協会の第三者委員会ということになりますので、体育協会に調査報告書が出

され、それに基づきまして、例えば職員の関係の責任の問題等の手続をとる中で、

ある程度完了したところでこちらのほうに御報告がいただけるものと考えてお

ります。２月の上旬には教育厚生委員会への報告は無理でございますが、その後、

そういう手続を経た上で報告ができると思っております。 

 

桜本副委員長  今の認識でいくと、第三者委員会から上げられた体育協会に対する報告という

ことですね。そしてそれに伴って、体育協会から県に報告が行く。またそれをも

って、この議会に報告をするということでしょうか。 

  そうであれば、この委員会でもそれをもって決着をつけるのか。あるいは、そ

れに基づいて納得できるような報告になっているのか調査をするのか。どんなス

ケジュールになりますか。 

 

土橋委員長  どのような状況になるかということで、それをよく見定めた中で進めていきた

いと思います。委員長に一任ということでよろしいでしょうか。 

 

桜本副委員長  はい。 

 

 

 

その他 ・委員会報告書の作成及び委員長報告については委員長に委任された。 

・閉会中もなお継続して調査を要する事件は、別紙のとおり決定された。 

・閉会中の継続審査案件に関する調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され、県内

調査を２月上旬に実施することとし、詳細については、後日通知することとされた。 

・１０月３１日に実施した県内調査、１１月２６日に実施した意見交換会・県内調査に

ついては、議長あてに報告書を提出したことが報告された。 

 

以 上 

 

教育厚生委員長 土橋 亨     


